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プロジェクトの目標 

  二歩先を見据えて、環境・エネルギー関連分野の技術の活用やエネルギーの効率的な利用を図りながら、

ライフスタイルや生産プロセスなどあらゆるシーンで変革を促す取組を進め、４年後には、環境負荷を減ら

しながら、県民の皆さんが豊かさを実感できる「スマートライフ」への転換が進んでいます。 

 

プロジェクトの数値目標     

目標項目 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 現状値 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

県民の皆さんや企業を
はじめとしたさまざま
な主体が連携して取り
組むプロジェクト数
（累計） 

 7 件 13 件 
 

19 件 25 件 

― 7 件    

目標項目の説明と平成 26 年度目標値の考え方 

目標項目 

の説明 
「みえグリーンイノベーション構想」などの中で取り組むプロジェクト数 

26 年度目標 

値の考え方 

平成 24 年度の実績値及び平成 25 年度の目標値を踏まえ、平成 26 年度も引き続き同程度（６件）

のプロジェクト創出をめざすための目標値を設定しました。 

 

実践取組の目標      

実践取組 
年次計画のうち 

主なもの 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度  

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

１ 「環境・エネル
ギー関連産業の集
積と育成」に挑戦し
ます！ 

クリーンエネル
ギー関連に取り
組む企業のネッ
トワーク化 

 20 社 20 社 
 

20 社 20 社 

― 113 社    

自動車の軽量
化・省エネ化に
取り組む企業の
支援（累計） 

 18 社 27 社 

 

30 社 33 社 

13 社 22 社    

２ 「地域資源を生
かした安全で安心
な新エネルギーの
導入」に挑戦しま
す！ 

大規模な新エネ
ルギー施設の導
入 

 １施設 １施設 

 

１施設 1 施設 

― １施設    

３ 「県民の皆さん
や企業と取り組む
省エネをはじめと
した地域づくりの
推進」に挑戦しま
す！ 

協議会での検
討・取組数 

 ５件 ５件 
 

５件 ５件 

― ５件    

企業の省エネル
ギーにつながる
取組促進 

 ５社 ５社 
 

６社 ６社 

― ３社    

 

   

       

     

新しい豊かさ協創３ スマートライフ推進協創プロジェクト 

（主担当部局：雇用経済部） 

資料４ 



進捗状況（現状と課題） 

・平成 24年に設立した産学官で構成する「みえスマートライフ推進協議会」のもと、研究会等を発足・運営

し、「三重県新エネルギービジョン」及び「みえグリーンイノベーション構想」の具現化に向けて次の取組

を進めています。 

【実践取組１ 「環境・エネルギー関連産業の集積と育成」に挑戦します！】 

・県内中小企業がいち早く環境・エネルギー関連分野へと進出できるよう、「エネルギー関連技術研究会」を

運営し、ネットワークの拡充や創エネ・蓄エネ・省エネに関する共同研究を開始するなど、新たなビジネ

スにつながる技術開発等の検討を進めています。 

・環境省の委託事業として実施している地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティ

ー調査を進めつつ、地域ニーズ等とマッチングを図り、新たな製品開発につながる取組を「エネルギー関

連技術研究会」等と連携して展開していくことが必要です。 

・高度部材・素材を強みとする四日市コンビナート企業などを中心とした「みえバイオリファイナリー研究

会」を５月に設立し、環境、エネルギー、食糧問題などの社会的問題のパラダイム転換につながるような

新たなビジネス創出への取組を開始しました。 

・国内外のバイオマス資源の賦存量やバイオリファイナリーに関する技術調査などの基礎調査結果を実施し

ており、今後は調査結果などを踏まえ、取組方策を研究会で検討し、企業主体の研究開発プロジェクト化

を促進していくことが必要です。 

・三重大学と県内バイオ関連中小企業による「未利用柑橘類を活用したバイオ燃料生産技術開発の実証レベ

ルの研究開発に向けた可能性調査事業（ＮＥＤＯ委託事業）」を開始し、熊野地域をフィールドに地産地消

のビジネスモデルの実現を目指して技術検討及び市場調査に協力しています。 

・県内中小企業、農業者などが経済産業省から支援を受け進めている「未利用工場廃熱の農業生産システム

への事業展開」について、植物工場の新たな省エネ技術であるデシカント空調装置の導入試験や情報通信

技術を活用した植物工場の最適環境制御技術の検討など、省エネ技術による農商工連携等の取組に協力す

ることとしています。 

・自動車の軽量化に向けては、「複合プラスチック」、「金属材料」、「接合・複合技術」、「ＣＡＥ活用」、「電動・

電装部品」の５つの研究会を通じて、県内企業に対する技術動向等の情報発信を行っています。今後は、

研究会参加企業による新たな開発プロジェクトにつなげていくことが必要です。 

 

【実践取組２ 「地域資源を生かした安全で安心な新エネルギーの導入」に挑戦します！】 

・太陽光や木質バイオマスなどを利用した新エネルギーの導入を促進するため、市町の新エネルギーを活用

したまちづくりの取組や家庭、事業所の新エネルギー設備の導入を支援しています。 

・木曽岬干拓地メガソーラーに関して、事業者や地元市町とともに、メガソーラーの整備を産業振興など地

域の活性化につなげるため、「メガソーラー地域活性化研究会」を運営し、５月に地域内に特別目的会社が

設立され、７月に工事を開始しました。 

・メガソーラーなどの大規模な新エネルギー導入を契機とした産業振興や環境教育など地域貢献事業への支

援などを行っており、メガソーラーなどの新エネルギー導入を契機に周辺地域の活性化につなげる取組を

進めていくことが必要です。 

・市町、経済団体等とともに、メタンハイドレートを地域の活性化につなげる「メタンハイドレート地域活

性化研究会」を運営し、技術開発の動向の情報収集などに取り組んでいます。今後、具体的な地域活性化

につなげる事例などの研究を進めていくことが必要です。 

・木質バイオマスエネルギーの利用拡大に向けて、木質チップ原料を供給する事業者の収集・運搬機械の導

入（５事業体）やストックヤードの確保、発電・熱利用施設の整備を支援しています。平成 26年秋に本格

稼働予定の県内初の木質バイオマス発電事業等への供給に向け、引き続き、木質バイオマスを安定供給で

きる体制づくりが必要です。 



・中勢用水地区において、小水力発電施設整備のための実施設計に着手しました。 

 

【実践取組３ 「県民の皆さんや企業と取り組む省エネをはじめとした地域づくりの推進」に 

挑戦します！】 

・環境・エネルギー関連技術を活用しつつ、地域の課題解決や活性化を進めていくため、桑名、熊野、鳥羽

の３つの地域をモデルとした各検討会を運営し、桑名では住宅等へのエネルギーマネジメントシステムの

導入といった日常生活への活用、熊野では木質バイオマスの地産地消システムのプロジェクト化への検討、

鳥羽では超小型電動車両や太陽光発電の災害時での利用などについて、地元関係者と協議を進めています。 

・半導体企業、ベンチャー企業、京都大学などがＮＥＤＯから採択を受けた「固体水素燃料電池を用いた充

電機能付き非常用電源の開発」と連携し、モデル地域の熊野市と鳥羽市をフィールドに、小型燃料電池を

活用した非常用電源確保のユーザーニーズの把握など製品開発に向けた実証試験を進めています。 

・桑名、熊野、鳥羽の３つのモデル地域の取組を推進していくためには、地域ニーズをとらえてビジネスへ

と展開しようとする積極的な企業の参画が求められており、企業を加えた分科会の発足など事業の具体化

を図る体制を構築し、事業化に取り組むことが必要です。 

・７月に「みえＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」を県内外の産学官で設立しました。今後、みえス

マートライフ推進協議会と連携しながら、ＩＣＴ関連技術を活用した新たなビジネスモデルの検討を進め、

住民・観光客の満足度向上や産業振興、地域の活性化へつなげていくこととしています。 

・電気自動車（ＥＶ）等を活用した低炭素なまちづくりを行うため、ＥＶ等を活用した観光プランや充電設

備設置運用指針の検討など、伊勢市低炭素社会創造協議会が昨年度策定した行動計画に基づく取組を進め

ています。今後は、こうしたモデル事業の取組を通して、県民等にＥＶ等の利用促進を図っていく必要が

あります。 

 

平成 26 年度の取組方向 

【実践取組１ 「環境・エネルギー関連産業の集積と育成」に挑戦します！】 

・エネルギー関連技術研究会に設置した４つの分科会（「太陽エネルギー」、「燃料電池」、「二次電池」、「省エ

ネ・システム」）での議論を深め、産業界と連携した共同研究を実施していくとともに、みえスマートライ

フ推進協議会の会員の拡大などネットワークの拡充を図り、オープンイノベーションを推進・加速できる

体制を強化します。また、今年度共同研究プロジェクトを実施しているテーマのうち、実用化の可能性が

高い「独自の微粒子化技術を用いた高精細ディスプレイ用蛍光体の研究開発」や「シリコンウエハの加工

屑を再生した熱電変換材料の研究開発」などを、国のプロジェクトへ提案できるよう取り組んでいきます。 

・環境省の委託事業として実施している地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティ

ー調査の結果を踏まえ、地域モデルへの展開も視野に入れ、新たな再エネ・省エネに関する製品化に向け

たビジネスモデルの提案を行います。 

・バイオリファイナリーについて、参画企業メンバーと研究会の運営を行い、必要な調査の実施や企業が主

体となった研究開発プロジェクトの構築に取り組みます。 

・企業主体のプロジェクト化に向けたネットワーク化を進めるとともに、国等の支援策を活用しつつオープ

ンイノベーションを図りながら、「みえグリーンイノベーション構想」を推進します。 

・自動車の軽量化について、国の「戦略産業雇用創造プロジェクト」に取り組む中で、これまでの取組を生

かし、参加企業によるプロジェクト化を進めます。一方、研究会活動は、自動車産業に限らず、ものづく

り中小企業・小規模企業者に共通する基盤技術（設計、生産技術、評価・分析）に関するテーマを取り上

げ、県内ものづくり企業の新たなチャレンジを支援します。 

 

 

 



【実践取組２ 「地域資源を生かした安全で安心な新エネルギーの導入」に挑戦します！】 

・新エネルギーの導入促進に向け、国等のさまざまな支援策を活用するとともに、市町と連携を強化し、新

エネルギーを活用したまちづくりへの支援を行います。 

・メガソーラー等大規模な新エネルギーを産業振興や環境教育など地域貢献に資する事業を支援するなど、

周辺地域の活性化に事業者等とともに取り組みます。 

・次世代のエネルギーであるメタンハイドレートの実用化に向けた技術動向や地域活性化につながる方策に

ついて、産業界や県内各地域などと研究を行うことに加え、研究会組織のレベルアップを進めて、国に対

して提言活動ができるよう取り組んでいきます。 

・木質バイオマスの安定供給体制づくりのため、木質チップ原料の供給事業者に対し収集・運搬機械等の導

入支援などを行います。 

・中勢用水地区において、実施設計に基づき、小水力発電施設の整備を進めます。 

 

【実践取組３ 「県民の皆さんや企業と取り組む省エネをはじめとした地域づくりの推進」に 

挑戦します！】 

・桑名、熊野、鳥羽の３つの地域モデルの検討会及び分科会を運営し、ビジネスモデルの具体化に向け、国

等の支援策を活用しつつ取組を進めます。 

・事業所等の省エネ活動を促進するため、国等の支援策を活用しつつ取組を進めます。 

・みえＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会の会員の拡大などネットワークの拡充を図り、オープンイノ

ベーションを推進・加速できる体制を強化するとともに、ＩＣＴ・ビッグデータ等を活用した観光・健康

分野などにおける新たなビジネスモデルの創出に向けて取組を進めていきます。 

・ＥＶ等の利用を進めるため、小型モビリティ等を活用した普及啓発や協議会で策定する観光プランやシン

ボルマークの活用など、協議会の参画者と連携しながら、ＥＶ等を活用した低炭素なまちづくりを進めま

す。 

 

主な事業 

【実践取組１ 「環境・エネルギー関連産業の集積と育成」に挑戦します！】 

  

  ●クリーンエネルギー研究推進事業 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25) １５，６７５千円 → (26) ３２，８３９千円 

   事業概要：中小企業がいち早く環境・エネルギー関連分野へ進出できるよう、ネットワークの構築・

充実を図るとともに、燃料電池等に係る企業との共同研究及び工業研究所の知見を生かし

た研究開発を行うことにより、実用化に向けた支援に取り組みます。 

また、国等と連携し、再エネ・省エネに関する技術シーズのマッチングや産学官連携によ

る技術開発等の取組を行い、地域発のグリーンイノベーションを促進します。 

 

  ●新エネルギー導入促進事業（一部） 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25) ７，０３３千円 → (26) ４，２７７千円 

事業概要：「みえスマートライフ推進協議会」のもと、グリーンイノベーション推進部会等を運営し、

国際的な市場動向、技術動向などを踏まえつつ、三重県の強みを生かした地域振興につな

がるプロジェクト化を図り、環境・エネルギー産業の集積・育成を図ります。 

   

 

雇用経済部 



●バイオリファイナリー推進事業 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25) １２，３０８千円 → (26) ８，１３６千円 

   事業概要：次世代産業型コンビナートの構築をめざし、三重県の強みである豊富な森林・海洋資源及

び転換技術（発酵・精製・抽出）などのポテンシャルを生かしたプロジェクト化を進める

ため、四日市コンビナート企業などを中心とした「みえバイオリファイナリー研究会」を

運営します。また、産学官が役割分担をしながらベクトルを合わせて技術開発を進めるた

めのロードマップを作成します。 

 

  ●（新）ものづくり基盤技術応用展開支援事業 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25)    － 千円 → (26) ４，６９４千円 

   事業概要：多様な分野の県内ものづくり中小企業・小規模企業に共通する基盤技術（設計、生産技術、

評価・分析）に関する研究会を開催し、最新の知識習得、及び各企業における新たなチャ

レンジを支援することにより、開発力・生産力の向上を図ります。 

 

【実践取組２ 「地域資源を生かした安全で安心な新エネルギーの導入」に挑戦します！】 

  

  ●新エネルギー導入促進事業（一部） 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25) ３２，６４４千円 → (26) ２６，２６３千円 

   事業概要：「みえスマートライフ推進協議会」のもと、新エネルギー導入部会を運営し、家庭、事業所

への新エネルギーの導入促進のほか、市町等地域コミュニティ単位で取り組む地域資源を生

かした新エネルギー導入の支援を行います。 

 

 

●木質バイオマスエネルギー利用促進事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ２林業振興指導費） 

当初予算額：(25) ９，９０１千円 → (26) ８，４７１千円 

事業概要：木質バイオマスの安定供給体制を構築するため、木質バイオマス推進員の普及活動、木質

チップ原料を供給する事業者の収集・運搬機械導入や新たな雇用等を支援します。 

     （チップ原料供給事業者支援 ４事業体） 

 

●農村地域自然エネルギー活用推進事業 

 （第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７中山間振興費） 

  当初予算額：(25)  ７５，５００千円 → (26)  １６１，０００千円 

事業概要：農村地域において、クリーンなエネルギーの供給を図るため、農業用水を活用した小水力

発電施設の整備等を行います。 

 

 

 

 

 

 

雇用経済部 

農林水産部 



【実践取組３ 「県民の皆さんや企業と取り組む省エネをはじめとした地域づくりの推進」に 

挑戦します。】 

  

  ●新エネルギー導入促進事業（一部） 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25) ４，０４４千円 → (26) ７４３千円 

   事業概要：「みえスマートライフ推進協議会」のもと、地域モデル検討部会を運営し、新たなビジネス

モデルや社会モデルを発掘していくためのアイデアや知恵を集結させ、地域フィールドで

プロジェクト化を図り、環境・エネルギー技術を活用したまちづくりに取り組みます。 

 

  ●中小企業の課題解決支援事業（一部） 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ９工業試験研究費） 

   当初予算額：(25) ６，９４５千円 → (26) ７，５３４千円 

   事業概要：県内中小企業が抱える課題を解決するため、新たな商品開発の支援や技術支援など、企業

のニーズに応じた段階的な共同研究を実施します。 

 

  ●（新）ＩＣＴ利活用産業活性化推進事業 

  （第７款 商工費 第１項 商工業費 ３商工業振興費） 

   当初予算額：(25)  － 千円 → (26) １，６４３千円 

   事業概要：ＩＣＴを活用して、住民・観光客の満足度向上や産業振興、地域活性化につなげていくた

めの「みえＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」を運営し、ＩＣＴ・ビッグデータ（自

治体・住民・観光客等からもたらされる情報）等を活用した観光・健康分野などにおける

新たなビジネスモデルの創出に向けた取組を進めます。  

 

 

●地域と共に創る電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業 

  （第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ３環境指導費） 

  当初予算額：(25) ６，０００千円 → (26)  ４，２９５千円 

   事業概要：低炭素なまちづくりを進めるため、昨年度、協議会が策定した行動計画に基づき、電気バ

スや小型モビリティで周遊できる観光プランの作成や充電施設の整備などを促進するとと

もに、電気バス等を活用した啓発に取り組みます。 

 

雇用経済部 

環境生活部 


